
本事業の役割

条件が不利な中山間地域でも農用地を管理する農業者を支援します。

対象者は？

集落や組織等に参加し、５年間農業を継続する農業者等が対象です。

集落単位でまとめて交付するので、分配を受けるためには参加が必要です。

どのような事業内容？

対象農用地の地目や区分に応じて交付金が交付されます。

なお、集落等で取り決めた協定の内容によって交付単価は変わります。

さらに、一定の取組を行うことで交付金の加算措置を受けられます。

対象になる農地は？

次の３つの条件をクリアした農用地に限ります。

（1） 対象地域

旧立花村、旧横川目村、旧福岡村、旧稲瀬村、旧更木村、旧岩崎村内の地域

（2） 対象農用地（次の①～④のいずれかに該当すること）

①急傾斜地、②緩傾斜地、③小区画・不整形な田、

④高齢化率・耕作放棄率の高い集落にある農用地

（３）農用地区域内かつ地域計画区域内

手続はどうするの？

（1） 集落内で話合い、協定を作る

（2） 計画書の提出【令和７年度は8/31まで】

（3） 活動の実施

（4） 交付金の交付
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中山間地域等直接支払交付金（国）

担当課 農林企画課農地林務係 TEL 72-8237

中山間地域での農業を続けたい



本事業の背景

農業生産条件の不利を補正することにより、農業生産活動の維持を通じて耕作放棄地の発生

を防止し、多面的機能の確保を図る制度として平成12年度から運用されています。

対象農用地の条件一覧

対象農用地の種類 地目 傾斜

①急傾斜地
田 1/20以上

畑・草地・採草牧草地 15°以上

②緩傾斜地
田 1/100以上1/20未満

畑・草地・採草牧草地 ８°以上15°未満

③小区画・不整形な田 田 ―

④高齢化率・耕作放棄率の
高い集落にある農用地

― ―

地目 傾斜 （1）+（2）の単価 （1）のみの単価

田
急傾斜（1/20以上） 21,000円 16,800円

緩傾斜（1/100以上） 8,000円 6,400円

畑
急傾斜（15°以上） 11,500円 9,200円

緩傾斜（８°以上） 3,500円 2,800円

草地
急傾斜（15°以上） 10,500円 8,400円

緩傾斜（８°以上） 3,000円 2,400円

採草牧草地
急傾斜（15°以上） 1,000円 800円

緩傾斜（８°以上） 300円 240円

単価

（1） 基礎単価（（1）のみだと単価の８割）

（2） 体制整備単価
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条件別単価表（10a当たり）
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単価の条件について

協定で定めた活動が（1）のみの場合は単価の８割、（1）＋（2）で行う場合は交付金の10割が

交付されます。

（1） 農業生産活動等を継続するための活動

①農業生産活動等（例：耕作放棄の発生防止活動、水路や農道等の管理活動）

②多面的機能を増進する活動（例：周辺林地の管理、景観作物の作付、体験農園、魚類等

の保護）

（2） 体制整備のための前向きな活動

協定期間中にネットワーク化活動計画を作成すること。

加算措置について

上記活動に加え、次の取組を行う場合は交付単価に所定額が加算されます。

（1） 超急傾斜地農地保全管理加算（田及び畑：6,000円/10ａ）

急傾斜地よりも急な傾斜地（田：1/10以上、畑：20°以上）の農用地の保全や有効活用に

取組む場合に該当する農用地に対して加算します。

（2） 棚田地域振興活動加算（田及び畑：10,000円/10ａ）

認定棚田地域振興活動計画（認定計画）に基づき、棚田地域の振興を図る取組を行う場合

に加算します。

（3） ネットワーク化加算（地目にかかわらず：～５ha部分→10,000円/10a

５～10ha部分→4,000円/10a

10～40ha部分→1,000円/10a）

複数の集落協定間でのネットワーク化、統合等を行った上で、主導的な役割を担う人材の

確保と農業生産活動等の継続のための活動を行う場合に加算します。

（4） スマート農業加算（地目にかかわらず：5,000円/10ａ）

スマート農業による作業の省力化・効率化を図る取組を行う場合に加算します。


